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 製造品出荷額等の業種別対構成比（2009 年度）をみると、化学工業が 12.4％で第１位、輸送
用機械器具製造業が 11.6％で第２位、石油製品・石炭製品製造業が 10.9％で第３位、パルプ・
紙・紙加工品製造業 10.1％で第４位、食料品製造業が 9.6％で第５位である。 











上昇に転じ、特に 2006～2008 年には大幅な増加を示した。2009 年にはリーマン・ショックに
よる不況の下で、前年度の９兆 5,160 億円から８兆 1,364 億円へ 14.5％も減少し、ほぼ 1998 年
の水準に戻った。 
 































 四国地域の小売業の売場面積は 2002 年まで拡大したが、2004 年に横ばいとなり、2007 年に
は微増となっている（図 2 参照）。一方、小売業の年間販売額は 1999 年の４兆 7,864 億円であ
－ 119 － 
り、以後調査年ごとに減少している。2007 年には３兆 9,541 円であり、ピーク時と比較して２
割弱減少している。 
 四国地域の倒産件数をみると、2010 年 1～12 月には 313 件で、前年比で 98 件、23.8％減少
しており、落ち着いた動きになっている。313 件の業種別内訳では、建設業が 36.7％で最大の

























 2011 年 11 月１日に開催されたエネルギー・環境会議の電力需給に関する検討会議の９電力
管内別の予備率（供給力と最大電力需要の差を最大電力需要で除した値は、四国では１月は
4.6％（９電力管内平均 2.4％）、２月 2.1％（同、2２％）、３月 13.0％（同、3.6％）となってお







 四国を全国と比較すると、総人口のピークが 20 年先行して既に減少に転じており、高齢化は
10 年早いペースで先行している。過疎地域市町村が過半数で、10 年以内に消滅する可能性があ














































（３） 「CIVIC PRIDE 四国」事業 










－ 122 － 
行わず、読み手に委ねている。 
 ② 合宿フォーラム「四国で“暮らし”と“仕事”を考える」の開催 
外と中の人が一緒に、プロセスから始まる、移動大学。 

























 2011 年９月 30 日現在で、事業者の支援に係る農商工等連携事業計画は 460 件認定されてい
るが、うち四国では 29 件（全国比 6.3％）認定されている。農業関連 16 件、林業関係２件、
漁業関連８件である。代表的事例は次の通りである。 
農業…（株）内子フレッシュパーク（愛媛県）の内子産特別栽培農産物等認証の完熟トマト
























 基本構想において特定された地域資源は、2011 年５月 31 日現在、全国で 12,391 件であり、
内訳では観光資源が 5,969 品目で約 1/2 を占め、農林水産物 3,746 品目、鉱工業品 2,676 品目と
なっている。四国では 648 品目が特定され、品目別内訳では農林水産物 264 品目、観光資源 200
品目、鉱工業品 184 品目の順となっている。県別内訳では、高知県が 226 品目で最も多く、愛
媛県 160 品目、香川県 149 品目、徳島県 113 品目の順となっている。４県に共通しているもの
として、四国八十八箇所霊場と遍路道がある。 
 認定された地域産業資源活用計画は、2011 年９月 30 日現在で 942 件であるが、その約１割
にあたる 102 件が四国である。都道府県別認定件数をみると、北海道が 80 件で第１位、沖縄県
が 52 件で第２位であるが、徳島県 30 件・第７位、香川県 28 件・第８位、愛媛県 25 件・第 11
－ 124 － 






















マーケティング等の経費の一部の補助（上限 3,000 万円、2/3 以内）、政府系金融機関による低
利融資、信用保証の特例の適用等が行われる。 








－ 125 － 
４ 2011 年度三事業関連予算と四国の事業の採択状況 
 新事業活動促進支援補助金の 2011 年度予算は 31.4 億円である。その他に 2010 年度補正予算
















 2011 年６月 16 日現在のフォーラム参画機関は、三事業の認定企業群 267、支援機関＝ハンズ
オン支援グループ（中国四国農政局、四国経済産業局、中小企業基盤整備機構四国支部、各県、












－ 126 － 
の下請けの交流を通じて、シェア 100％の林業機械を開発・商品化している。 
 ハンズオン支援グループはイノベーション共同体と連携している。四国各県の主な産業支援
組織（32 機関）が会員となり、「四国イノベーション創出協議会」を設置されている。事務局
は、四国産業・技術振興センター、産業技術総合研究所四国ゼンター、中小企業基盤整備機構
四国支部である。32 の産業支援組織の総合力を以て、企業の抱える経営全般に対する課題解決
のほか、技術開発、販路開拓、事業化などの支援をワンストップで行っている。 
同協議会は、イノベーション四国顕彰事業を実施しており、四国地域の産業技術の発展に顕
著な貢献のあった企業等を表彰する「四国産業技術大賞」と他社の模範となる特筆すべき経営
を行っている企業等を表彰する「四国でいちばん大切にしたい会社大賞」を設けている。後者
は、「日本でいちばん大切にしたい会社大賞」（審査委員長/法政大学大学院・坂本光司教授）と
も連携して、2011 年度に全国初の取り組みとして創設したものである。「日本でいちばん大切
にしたい会社大賞」は、坂本教授の提唱する①社員とその家族を大切にする、②外注先・下請
企業の社員を幸せにする、③顧客を幸せにする、④地域社会を幸せにし、活性化させる、⑤自
然に生まれる株主の幸せの順番を守る行動を継続している企業を表彰する制度である。 
